様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2024年03月15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）いしはらさんぎょうかぶしきかいしゃ   
一般事業主の氏名又は名称 石原産業株式会社   
（ふりがな）たかはし ひでお      
（法人の場合）代表者の氏名 髙橋 英雄 印   
住所　〒550-0002
大阪府大阪市西区江戸堀1丁目３番15号
法人番号　9120001048976　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社ホームページ
①中期経営計画
②統合報告書2023
③DX推進ページ

	公表日
	①中期経営計画　　2021年5月24日
②統合報告書2023　2023年10月6日
③DX推進ページ　　2023年9月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ
①中期経営計画（P.11）https://www.iskweb.co.jp/ir/pdf/middle.pdf
②統合報告書2023（P.12：Vision2030 Stage1の進捗）
https://www.iskweb.co.jp/ir/pdf/2023.pdf
③DX推進ページ（DX戦略とロードマップ）
https://www.iskweb.co.jp/environment/dx.html


	記載内容抜粋
	1 中期経営計画
中期計画達成のための重点施策において、経営全般のSDGs視点でのサステナブルな経営の取り組みの推進・強化策の一つに「DX推進、業務効率化による働き方改革」を掲げ取り組んでいます。
2 統合報告書2023
· 当社のパーパス「化学技術でより良い生活環境の実現に貢献し続ける」実現のため「Vision 2030 StageⅠ」（2021年度～2023年度）は、「サステナブルな企業価値創造」を基本方針に、多様な取り組みを行っています。
· 無機化学事業、有機化学事業、資本政策、経営全般の重点施策に取組んでおり、経営全般の重点施策に「DXの推進、業務効率化による働き方改革」を掲げ取組んでいます。
· 当社グループは、中長期的な企業価値に影響を与えるマテリアリティ（重要課題）を特定しました。ステークホルダーの皆さまと当社グループ双方にとって非常に重要度の高い8項目を定め最重要課題として中長期における重要業績評価指標（KPI）を策定し、具体的な取り組みを推進しています。（P.25～P.26：マテリアリティとKPI）
1） 気候変動・環境負荷低減
2） 技術開発力
3） サプライチェーンマネジメント
4） 労働安全衛生・保安防災
5） ダイバーシティ&インクルージョン
6） BCP、リスクマネジメント
7） コーポレート・ガバナンス
8） DXの推進、業務効率化による働き方改革
3 DX推進ページ
DXロードマップにて「化学技術によるより良い生活環境の実現をDXで加速する」をビジョンとし、DX戦略方針に基づいて、DXを推進しています。初期はDX-Ready体制の構築を目標としますが、「Vision 2030」へ向けて、中長期的に成熟度を高めることで、高度にデジタル技術を活用する組織への転換を目指します。
1） 顧客や社会ニーズを取り込んだ既存ビジネスの強化と新規ビジネスの創出
2） 業務効率化による働き方改革・生産体制強化
3） 全構成員のITリテラシー向上とデジタル技術／データの活用
4） 革新的アイデアを速やかに試行・実践しやすい環境・風土への改革

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①中期経営計画と②統合報告書2023は取締役会承認を得ています。
③DX推進ページは、取締役会承認を得た方針に基づき作成し、経営会議に諮った「DX推進計画書」より抜粋しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	②統合報告書2023
③DX推進ページ

	公表日
	②2023年10月6日
③2023年9月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ
②統合報告書2023(P12:経営全般)
https://www.iskweb.co.jp/ir/pdf/2023.pdf
③DX推進ページ（DX戦略とロードマップ）
https://www.iskweb.co.jp/environment/dx.html

	記載内容抜粋
	②経営全般の重点施策として
「DXの推進、業務効率化による働き方改革」を掲載しています。
③DX戦略方針を下記のとおり掲載しています。
1） 顧客や社会ニーズを取り込んだ既存ビジネスの強化と新規ビジネスの創出
・新規事業創出を見据えた部門横断型の情報活用
・商品企画力の強化
・経営・業務データ指標の活用
2） 業務効率化による働き方改革・生産体制強化
・全社ペーパーレス化
・多種多様な働き方の推進
・ツール標準化と活用促進
・社内情報共有プラットフォームの活用促進
3） 全構成員のITリテラシー向上とデジタル技術/データ活用
・人財育成プログラム
・Know-Whoデータベースの整備
4） 革新的アイデアを速やかに試行・実践しやすい環境・風土への改革
・社外との連携・共創および発信
・デジタル投資・予算化プロセスの整備
・チャレンジが評価される仕組みの構築

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	DX推進ページは、取締役会承認を得た方針に基づき作成し、経営会議に諮った「DX推進計画書」より抜粋しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	②統合報告書2023（P.38 コーポレートガバナンス体制）
https://www.iskweb.co.jp/ir/pdf/2023.pdf
③DX推進ページ（DX推進体制、DX人財育成）
https://www.iskweb.co.jp/environment/dx.html


	記載内容抜粋
	②統合報告書2023
コーポレートガバナンス体制において、気候変動対策・DX推進・人的資本など、全社横断的に統括・推進すべき案件は、代表取締役社長を委員長としたサステナブル推進委員会にて取り組んでいます。
③DX推進ページ
DX推進体制について
DXのビジョンを実現させるため、サステナブル推進委員会のもとにDX推進チームを設置しました。労働生産性の向上、働き方改革を目的に業務に密着した部分より確実に実行し、小さな成功事例を積み上げながら成果を出せるようにそれぞれのテーマについて案件グループを設置して取り組んでいます。
DX人財育成について
事業部門が主体的にDXに取り組む体制の構築を目指して、業務知識があり、一定レベルのITスキルのある人財を育成するため、当社に必要なデジタル人財を定義したうえで、各個人に合わせた教育を実施しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	③DX推進ページ（DX戦略とロードマップ、DX環境整備）
https://www.iskweb.co.jp/environment/dx.html


	記載内容抜粋
	ロードマップの図において、「StageⅡ DX-Ready」にて「業務のデジタイゼーションの加速（基幹システムGo-Live）」は、新基幹システムの稼働において、当社のデジタル基盤が新たに整備される事を意味します。
DX環境整備について
DXを推進するためには、これまでのやり方を変えることや、チャレンジすることの重要性を共有し、環境を整える必要がある。DX推進チームでは、DX活動の検証（スモールスタート）を始めるにあたっての相談窓口や費用面からサポートする仕組み「DX検証促進プラン」を展開するとともに、ITインフラ体制とハード環境の両面の強化に取り組んでいます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	②統合報告書2023


	公表日
	2023年10月6日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	②統合報告書2023（P.25 マテリアティの表列、P.26 マテリアティの表列）
https://www.iskweb.co.jp/ir/pdf/2023.pdf


	記載内容抜粋
	当社グループは、中長期的な企業価値に影響を与えるマテリアリティ（重要課題）を特定しました。ステークホルダーの皆さまと当社 グループ双方にとって非常に重要度の高い8項目については、最重要課題として中長期における重要業績評価指標（KPI）を策定し、具体的 な取り組みを推進しています。マテリアリティへの取り組みを通じて、社会の持続的な発展とサステナブルな企業価値創造を目指しています。
具体的には、「DX推進、業務効率化による働き方改革」を当社のマテリアリティ（最重要課題）に特定し、８つの最重要課題の一つとして、「DXの推進、 業務効率化による働き方改革」のKPIとして下記2点を提示しています。
・業務効率化に有効な成果３件以上/年
・DX認定の取得.
「業務効率化に有効な成果３件以上/年」は、2022年度は達成し、2023年度も同じ指標を設定しています。
また、「DX認定の取得」は、2023年度取得を目標としています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	③DX推進ページ 2024年2月5日
②統合報告書2023 2023年10月6日
④当社ホームページ、2022年度決算説明会 2023年5月29日

	発信方法
	③DX推進ページ
https://www.iskweb.co.jp/environment/dx.html
②統合報告書2023 
https://www.iskweb.co.jp/ir/pdf/2023.pdf
④当社ホームページ、2022年度決算説明会
https://www.iskweb.co.jp/ir/pdf_viewer.php?pid=529&fid=591


	発信内容
	③DX推進ページ
DX推進責任者メッセージを掲載しています。
※当ページ発信後の追加掲載です。
②統合報告書2023
P.8 のトップメッセージ（より良い生活環境の実現のために、向かう方向を考え続ける）にて下記を発信している。
長期ビジョン「Vision 2030」及び、中期経営計画 「Vision 2030 StageⅠ」（2021年度～2023年度）の達成に向け、さまざまな取り組みを進めてきました。
また、その内容として（P.12）にて、Vision2023 Stage1の進捗を掲載し、8つの最重要課題とKPI(P.26)にて、2022年度の実績および2023年度の目標を掲載しています。
④当社ホームページ2022年度決算説明会
(社長によって決算説明会の内容P1～P12を報告)
P6 経営全般にて「DX推進、業務効率化による働き方改革」を掲載しています。
P7　DXへの取り組みにて「AI活用や自動化を進め、業務の見直し・効率化を進めていく」を掲載しています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2022年　7月頃　～2023年　10月頃


	実施内容
	自己診断シートを提出
当社の現行ERPは、1999年の運用開始より約20年が経過しています。
当該システムが当社業務に適合していない部分やシステムの運用面において課題が生じていたことから、諸課題の解決および業務IT化プロジェクト（BPR活動）で策定した「あるべき姿」の業務フローの実現を目標として基幹システムを刷新することについて機関決定（2019年11月）し、現在2024年5月稼働を目標に更新作業中です。また、稼働後も引続き機能拡張を実行する計画です。
当状況の元、自己診断シートを記入しています。



[bookmark: _Hlk149229201]　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年9月頃から現在に至る


	実施内容
	サイバーセキュリティ経営ガイドラインおよび、NISTのガイドラインに沿った形で、自社内でCSIRT体制を設けて対策を実施しています。また、セキュリティ監査に関しては、定期的な実施はしていないが、定期的に外部診断サービスを利用しインシデント対応に備えて支援する体制を構築しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

